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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

４ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第17期中 第18期中 第19期中 第17期 第18期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

(カード発行高) (5,500,018)

売上高 (百万円) ― ― 18,079 ― ―

経常利益 (百万円) ― ― 2,936 ― ―

中間純利益 (百万円) ― ― 1,428 ― ―

純資産額 (百万円) ― ― 30,250 ― ―

総資産額 (百万円) ― ― 49,521 ― ―

１株当たり純資産額 (円) ― ― 273,840.42 ― ―

１株当たり中間純利益 (円) ― ― 12,987.15 ― ―

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 60.8 ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― 2,700 ― ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― 1,164 ― ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― △275 ― ―

現金及び現金同等物 
の中間期末残高

(百万円) ― ― 18,782 ― ―

従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名)
―

〔―〕
―

〔―〕
264

〔34〕
―

〔―〕
―

〔―〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当中間会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、持分法を適用した場合の投資利益、営業活動に

よるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現

金及び現金同等物の中間期末残高は記載しておりません。 

３ 第17期中、第17期、第18期中、第18期の持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため

記載しておりません。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準（企

業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針（企業会計基準適

用指針第８号）を適用しております。 

５ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

６ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

回次 第17期中 第18期中 第19期中 第17期 第18期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

(カード発行高) (2,626,793) (3,218,986) (3,320,399) (5,464,258) (6,691,002)

売上高 (百万円) 15,184 13,857 12,451 30,892 28,135

経常利益 (百万円) 3,238 2,612 1,384 4,925 4,898

中間(当期)純利益 (百万円) 1,871 1,712 862 2,908 3,394

持分法を適用した場合
の投資利益

(百万円) ― ― ― ― ―

資本金 (百万円) 5,500 5,500 5,500 5,500 5,500

発行済株式総数 (株) 110,000 110,000 110,000 110,000 110,000

純資産額 (百万円) 25,342 27,840 29,556 26,631 29,000

総資産額 (百万円) 51,921 42,839 39,822 46,316 41,396

１株当たり純資産額 (円) 230,382.20 253,093.56 268,697.87 241,959.28 263,639.03

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 17,009.77 15,568.93 7,844.61 26,298.80 30,862.18

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― 2,500 2,500 2,500 5,000

自己資本比率 (％) 48.8 65.0 74.2 57.5 70.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △145 542 ― 805 1,547

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,236 840 ― △2,353 △1,935

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △275 △275 ― △275 △550

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 15,296 17,238 ― 16,130 15,192

従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名)
169

〔46〕
159

〔39〕
162

〔33〕
159

〔49〕
164

〔37〕



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に重要な変

更はありません。また、主要な関係会社の異動については、当社と同一の事業を営む日本レジャーカード

システム株式会社を株式の取得により子会社化しております。詳細については、３「関係会社の状況」に

記載のとおりであります。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、次の会社が新たに関係会社となりました。 

 
(注) 特定子会社に該当します。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

３ 当社及び連結子会社は、単一事業分野において営業を行っており、単一事業部門で組織されているため従業

員数は全社共通としております。 

  

(2) 提出会社の従業員の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であり、特に記載する事項はありません。 

  

名称 住所
資本金又は
出資金
（百万円）

主要な事業の内容

議決権の所有
割合又は被所
有割合

（％）

関係内容

（連結子会社） 
日本レジャーカードシステム
株式会社

東京都
江東区

4,000

遊技用プリペイ
ドカードの発行
並びにカードシ
ステム関連機器
の開発及び販売

  所有
81.85

当社よりカードシス
テム機器等の一部を
仕入購入しておりま
す。 
役員の兼任１名

区分 従業員数(名)

全社共通
264
[34]

合計
264
[34]

従業員数(名)
162
[33]



第２ 【事業の状況】 

当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、前年同期との対比は行っておりません。

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、米国経済における住宅市場の調整や原油価格高騰等の影

響による腰折れ懸念があるものの、好調な企業業績を背景として雇用情勢が改善するなど景気は概ね順

調に推移いたしました。  

 しかしながら、当社グループを取り巻く環境は依然として厳しい状況が続いております。数年来、遊

技場の減少・淘汰が続いていることに加え、競合他社との加盟店獲得競争が一段と厳しくなっておりま

す。また、近年のカードＩＣ化に伴う磁気カード販売枚数の減少等により、当社事業の収益構造が変化

するなど、事業活動及び事業戦略の改革を迫られております。  

 このような環境のなか、当社は、規模の利益を追求するべく、本年６月に日本レジャーカードシステ

ム株式会社を子会社化し、当社グループの一層の発展・飛躍に向け、拡大・成長路線に一歩踏み出しま

した。また、発売以来ご好評をいただき、当社の基幹商品にまで成長した「Luterna」をグループ販売

戦略の機軸に据え、効果的な営業活動を行った結果、機器販売台数は連結ベースで79,499台となりまし

た。また、カード販売枚数は連結ベースで29,942千枚となりました。  

 以上の結果、当中間期における連結ベースの業績は、売上高18,079百万円、営業利益2,876百万円、

経常利益2,936百万円、中間純利益1,428百万円となりました。 

販売品目別の業績概況は、次のとおりであります。 

 機器関連の売上高は、7,769百万円となりました。 

 カード関連の売上高は、3,041百万円となりました。 

 システム使用料関連の売上高は、6,693百万円となりました。 

 その他収入については、575百万円となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、18,782百万円  

となりました。  

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)  

 営業活動の結果得られた資金は2,700百万円となりました。  

収入の主な内訳は、売上債権の減少額3,682百万円、税金等調整前中間純利益2,979百万円、  

減価償却費の発生815百万円であり、支出の主な内訳は、カード未精算勘定の減少額2,603百万円  

及び法人税等の支払額1,702百万円であります。  

(投資活動によるキャッシュ・フロー)  

 投資活動の結果得られた資金は1,164百万円となりました。  

主な収入は、有価証券の償還による収入4,000百万円であり、支出の主な内訳は、新規連結子会社  

株式の取得による支出1,558百万円と有価証券の購入による支出993百万円によるものであります。  

(財務活動によるキャッシュ・フロー)  

 財務活動の結果使用した資金は、配当金の支払による275百万円であります。  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

  

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間におけるカードの生産実績は、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 金額は、製造原価によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を販売品目別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 仕入実績 

当中間連結会計期間における仕入実績を販売品目別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 金額は、仕入価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(4) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を販売品目別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

販売品目 生産高(百万円)

カード 546

販売品目 受注高(百万円) 受注残高(百万円)

ＩＣカード 159 18

ＶＩＣカード 7 2

 Ｌｕｔｅｒｎａカード 163 43

 Ｌｕｔｅｒｎａコイン 55 4

合計 387 68

販売品目 仕入高(百万円)

機器 6,945

カード 670

合計 7,616

販売品目 販売高(百万円)

機器 7,769

カード 3,041

システム使用料 6,693

工事・保守 347

その他 227

合計 18,079



３ 【対処すべき課題】 

当社グループを取り巻く経営環境は、遊技場の減少傾向や競合他社との加盟店獲得競争の激化等、今後

も一段と厳しくなることが予想されます。この厳しい経営環境のなかで、当社グループが中長期的な成長

を維持し、経営基盤を一層強固なものとするためには、加盟店の維持・獲得が最重要事項であると考えて

おり、そのための取り組むべき課題として以下のものがあります。 

  

(1) 競争力の強化 

当社グループが現在事業を展開している市場は既に成熟しており、今後高い市場成長率を期待するこ

とはできない状況であります。現在、競合他社との間で、成熟した市場の限られた店舗を奪い合う競争

が展開されておりますが、今後もこの競争状況は継続していくものと考えております。当社グループが

このような競合他社との熾烈な競争に打ち勝っていくためには、以下の３点を中心に競争力を強化して

いくことが重要となります。 

 ・競合他社とのサービスの差別化 

 ・営業力の強化 

 ・グループ経営資源の有効活用 

競合他社との差別化に関しましては、当社グループは、長年培ってまいりました市場からの信頼及び

技術力を背景として、圧倒的に優位な加盟店シェアを有しておりますが、業界のトップ企業集団として

現有の技術レベルに満足することなく、常に先を見据えた新技術を追求しながら、高付加価値型商品・

サービス等の開発を目指し、競合他社との差別化をはかっております。当社が他社に先駆けて開発いた

しました電子マネーサービス「e-mon」もそのひとつであります。このような高付加価値型商品・サー

ビス等を開発し市場に提供することにより、一層の差別化をはかってまいります。 

営業力の強化に関しましては、西日本地区に強い営業基盤を有する当社と、東日本地区に強い営業基

盤を有する日本レジャーカードシステム株式会社が、お互いの営業基盤を一層強固なものにしながら、

グループとして相互に補完し合い、効果的かつ効率的なグループ販売戦略を積極的に展開し、加盟店の

維持・獲得及び機器販売台数の増加をはかってまいります。 

グループ経営資源の有効活用に関しましては、当社は、本年６月に日本レジャーカードシステム株式

会社を子会社化いたしましたが、当社グループ２社は、同一の事業を行っておりますので、経営資源の

集約やコストの低減、シナジー等種々の効果が期待できます。グループ内の経営資源をグループ全体と

しての観点から見直し、再配分することにより、一層の効率性の向上を追求し、グループ経営資源の有

効活用を図ってまいります。 

  

(2) 財務体質の強化 

当社グループは、第三者発行型のプリペイドカードを発行しており、当社加盟店との間では現金決済

を伴う取引を実施しております。従いまして、十分な財務基盤が、当社グループの信用力につながるた

め自己資本比率を重視した経営を行っております。そのためには、中長期的な安定成長を続けることで

企業価値を高め、利益を確保すると共に、キャッシュ・フローも最大化し、更なる財務体質の強化に努

めてまいります。 

  

(3) 利益体質の強化 

当社グループにとって今後一層厳しい経営環境が見込まれる中、当社グループが今後継続して安定し

た利益を獲得していくためには、利益体質の更なる強化が重要な課題の一つであると考えております。 

 このような考え方に基づき、当社グループでは、全社員に採算意識、コスト意識を浸透させるととも

に、各部門において原価や在庫、販管費等の徹底した予実損益管理を実施して、更なる利益体質の強化

を図ってまいります。 

  

(4) 新規市場の創出 

当社グループは、現在、加盟店舗数シェア１位という優位性のもと安定した利益を継続的に享受して



おります。しかしながら、今後、更なる右肩上がりの拡大・成長を実現し、飛躍していくためには、

現事業領域にとらわれることなく、新たな事業領域を見い出し、新事業の開拓、または新市場の創出等

を行っていくことが重要な課題であります。競合他社の先陣をきって、新たな核となる事業を創出し、

積極的に経営資源を投下することにより、当社グループの更なる成長戦略が実現できるものと考えてお

ります。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは、①お客様の顕在ニーズ及び潜在ニーズを的確に捉える、②常に最先端技術を追求する

というコンセプトのもとで、一層の高品質・高セキュリティの製品・サービスを開発すべく積極的な研究

開発活動を行っております。 

当中間連結会計期間においては、当社が開発に成功し既にサービスの提供を開始しております業界初の

電子マネーサービス「e-mon」を更に市場に浸透・普及させるべく、継続的な研究開発を行っておりま

す。また、電子マネーサービス「e-mon」に次ぐ新たなサービスとして「オンライン賞品交換システム」

関連機器の開発を行っております。その他、既存技術の熟成と商品機能の向上等に研究開発資源を振り向

けました。 

その結果、当中間連結会計期間における研究開発費総額は、312百万円となりました。 

今後も、高い技術開発力と信頼性のある決済システムを併せもつ当社グループならではの独自性・優位

性を活かし、将来を見据えながら諸環境の変化に俊敏に対応してまいります。 

 以上のように、当社グループは引き続き当業界及び当社グループの発展に資するため、また、お客様満

足度を一層高めるために、必要に応じて柔軟かつ積極的な研究開発活動を推進していく所存であります。



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

提出会社において前事業年度末に計画していた設備計画は、市場の需給状況等を鑑み、次のように

変更いたしました。 

  

 
  

(2) 重要な設備計画の完了 

提出会社において前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したも

のは、次のとおりであります。 

  

 
  

(3) 重要な設備の新設等 

該当する事項はありません。 

  

(4) 重要な設備の除却等 

該当する事項はありません。 

  

事業所名 
(所在地)

販売品目 設備の内容
投資予定額

資金調達
方法

着手及び完了予定年月
変更内容総額 

(百万円)
既支払額
(百万円)

着手 完了

カードエンコード 
センター 

（川崎市幸区）
カード関連 生産設備 12 － 自己資金 平成19年７月 平成20年１月

着手・完了
年月の変更

技術開発本部 
(東京都渋谷区)

システム 
使用料 
関連

情報管理 
センター 
機能追加

147 － 自己資金 － － 開発中止

その他の 
事業

ｅ－ｍｏｎ 
システム 
機能追加

242 － 自己資金 － － 開発中止

40 － 自己資金 平成19年２月 平成20年５月
着手・完了
年月の変更

東京本社 
(東京都渋谷区)

新景品 
システム 
構築

300 180 自己資金 平成19年３月 平成19年12月
着手・完了
年月の変更

事業所名 
(所在地)

販売品目 設備の内容
投資額
(百万円)

資金調達方法 着手年月 完了年月

技術開発本部 
（東京都渋谷区）

システム 
使用料関連

カードシステム用
通信機器

33 自己資金 平成18年10月 平成19年８月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000

計 400,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 110,000 110,000
ジャスダック
証券取引所

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

計 110,000 110,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年９月30日 ― 110,000 ― 5,500 ― 1,500



(5) 【大株主の状況】 

    平成19年９月30日現在 

 
(注) 発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第２位を四捨五入しております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数 

(株)

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
(％)

株式会社ＳＡＮＫＹＯ 群馬県桐生市境野町６－460  44,140 40.1

株式会社データ・アート 東京都渋谷区東１－32－12  25,618 23.3

モルガン・スタンレーアンドカンパ
ニーインク 
（常任代理人 モルガン・スタンレ
ー証券株式会社）

1585 BROADWAY NEW YORK,NEW YORK 10036,U.S.A.
（東京都渋谷区恵比寿４－20－３）

2,780 2.5

日本電動式遊技機工業協同組合 東京都台東区上野１－15－４ 2,400 2.2

京楽産業株式会社 愛知県名古屋市中区錦３－24－４ 900 0.8

グローリー・リンクス株式会社 東京都台東区上野７－12－14  900 0.8

株式会社ニューギン 愛知県名古屋市中村区烏森町３－56  900 0.8

佐川急便株式会社 京都府京都市南区上鳥羽角田町68  800 0.7

サントリー株式会社 大阪府大阪市北区堂島浜２－１－40 800 0.7

センチュリー・リーシング・システ
ム株式会社

東京都港区浜松町２－４－１ 800 0.7

大日本除蟲菊株式会社 大阪府大阪市西区土佐堀１－４－11 800 0.7

計                   ─                           80,838 73.5



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が７株（議決権７個）含まれ

ております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 110,000 110,000
株主としての権利内容に制限のない、
標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 110,000 ― ―

総株主の議決権 ― 110,000 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 276,000 262,000 243,000 213,000 205,000 212,000

最低(円) 238,000 202,000 205,000 192,000 158,000 170,000



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

(3) 当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、中間連結財務諸表の作成初年

度であるため、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算

書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書については、前中間連結会計期間及び前連結会計年度との対

比は行っておりません。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９

月30日まで）の中間財務諸表については、みすず監査法人により中間監査を受け、金融商品取引法第193

条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１から平成19年９月30日まで）及び当

中間会計期間（平成19年４月１から平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表につい

ては、新日本監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。 

 第18期中間会計期間の中間財務諸表 みすず監査法人 

 第19期中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び第19期中間会計期間の中間財務諸表 新日本監査法人

  

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比 
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 11,285

 ２ 受取手形及び売掛金 ※５ 2,171

 ３ 営業未収入金 5,396

 ４ 有価証券 8,543

 ５ たな卸資産 5,765

 ６ その他 1,425

   貸倒引当金 △89

   流動資産合計 34,498 69.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１ 1,102

 ２ 無形固定資産

  (1) のれん 3,341

  (2) ソフトウェア 3,512

  (3) その他 33

   無形固定資産合計 6,886

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 4,907

  (2) その他 2,525

    貸倒引当金 △400

   投資その他の資産合計 7,033

   固定資産合計 15,022 30.3

    資産合計 49,521 100.0



 
  

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比 
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 2,555

 ２ 営業未払金 632

 ３ 未払法人税等 890

 ４ 賞与引当金 174

 ５ 製品取替等引当金 712

 ６ ポイント引当金 4

 ７ カード未精算勘定 8,904

 ８ その他 1,667

   流動負債合計 15,543 31.4

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 247

 ２ 役員退職慰労引当金 103

 ３ 長期預り金 3,343

 ４ その他 34

   固定負債合計 3,727 7.5

   負債合計 19,270 38.9

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 5,500

 ２ 資本剰余金 1,500

 ３ 利益剰余金 23,040

   株主資本合計 30,040 60.7

Ⅱ 評価・換算差額等

  その他有価証券評価差額金 81

   評価・換算差額等合計 81 0.2

Ⅲ 少数株主持分 127 0.2

   純資産合計 30,250 61.1

   負債純資産合計 49,521 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

  

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比 
(％)

  (カード発行高) (5,500,018)

Ⅰ 売上高 ※１ 18,079 100.0

Ⅱ 売上原価 11,793 65.2

   売上総利益 6,286 34.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２ 3,409 18.9

   営業利益 2,876 15.9

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 45

 ２ 受取配当金 5

 ３ 受取手数料 27

 ４ 損害賠償金収入 13

 ５ 受取保証料 12

 ６ その他 12 116 0.6

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 3

 ２ 支払保証料 52

 ３ その他 0 56 0.3

   経常利益 2,936 16.2

Ⅵ 特別利益

   製品取替等引当金戻入益 56 56 0.3

Ⅶ 特別損失

   過年度損益修正損 13 13 0.0

   税金等調整前中間純利益 2,979 16.5

   法人税、住民税及び事業税 855

   法人税等調整額 397 1,253 6.9

   少数株主利益 298 1.7

   中間純利益 1,428 7.9



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

  

株主資本
評価・換算
差額等 少数株主 

持分
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計
その他
有価証券 

評価差額金

平成19年３月31日残高(百万円) 5,500 1,500 21,887 28,887 113 － 29,000

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △275 △275 △275

 中間純利益 1,428 1,428 1,428

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△31 127 96

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

－ － 1,153 1,153 △31 127 1,249

平成19年９月30日残高(百万円) 5,500 1,500 23,040 30,040 81 127 30,250



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

  １ 税金等調整前中間純利益 2,979

  ２ 減価償却費 815

  ３ のれん償却費 133

  ４ 長期前払費用償却 83

  ５ 固定資産除却損 0

  ６ 過年度損益修正損 13

  ７ 貸倒引当金の増加額 98

  ８ その他引当金の減少額 △25

  ９ 受取利息及び受取配当金 △50

  10 支払利息 55

  11 売上債権の減少額 3,682

  12 たな卸資産の減少額 1,067

  13 仕入債務の減少額 △1,255

  14 カード未精算勘定の減少額 △2,603

  15 未収入金の減少額 30

  16 未払金の減少額 △169

  17 長期預り金の減少額 △210

  18 その他 △220

    小計 4,425

  19 利息及び配当金の受取額 29

  20 利息の支払額 △52

  21 法人税等の支払額 △1,702

   営業活動によるキャッシュ・フロー 2,700

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

  １ 有価証券の取得による支出 △993

  ２ 有価証券の償還による収入 4,000

  ３ 有形固定資産の取得による支出 △31

  ４ 有形固定資産の売却による収入 0

  ５ 無形固定資産の取得による支出 △248

  ６ 新規連結子会社株式の取得による支出 △1,558

  ７ 長期貸付金の回収による収入 0

  ８ 差入保証金の差入による支出 △3

  ９ 差入保証金の解約による収入 0

  10 長期前払費用の取得による支出 △0

  11 その他 0

   投資活動によるキャッシュ・フロー 1,164



 
  

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   配当金の支払額 △275

   財務活動によるキャッシュ・フロー △275

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 －

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 3,590

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 15,192

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末残高 18,782



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

１ 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

日本レジャーカードシステム株式会社

２ 持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。

３ 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社の中間決算日と中間連結決算日は一致しております。

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

a 満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)によっております。

b その他有価証券

時価のあるもの

 中間連結会計期間末日の市場価格等に基づく時価法によっております。 

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの

 移動平均法による原価法によっております。

②たな卸資産

a 商品、製品、原材料

移動平均法による低価法によっております。

b 貯蔵品

最終仕入原価法によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

建物（建物附属設備は除く）

平成10年４月1日から平成19年３月31日までに取得したもの

旧定額法によっております。

建物以外

a 平成19年３月31日以前に取得したもの

旧定率法によっております。

また、連結子会社１社の一部資産については旧定額法によっております。

b 平成19年４月１日以降に取得したもの

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物          10～15年 

工具器具及び備品     2～5年



当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

②無形固定資産

定額法によっております。

なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。 

但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づ

く定額法によっております。

③長期前払費用

均等償却によっております。

なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。

 

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については合理的に見積った貸倒率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

②賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しており

ます。

③製品取替等引当金

当中間連結会計期間以前において販売した機器の内蔵部品等の取り替えについて、当

社が負担する取替費用の支出に備えるため、必要な見積額を計上しております。

④ポイント引当金

ＪＧ－ｅ会員サービスの会員に付与したポイントの将来の利用に備えるため、当中間

連結会計期間末における将来利用見込額を計上しております。

⑤退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に

基づき、当中間連結会計期間末において発生している額を計上しております。 

また、連結子会社１社では従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生

していると認められる額を計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により、翌連結会計年度から費用処理しております。

⑥役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当中間連結会計期間末要支給額

を計上しております。



 
  

  

  

  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

(4) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る会計処理に準じた方法によっております。

(5) その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

① 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

② カードの会計処理

カード発行高は、納品されたカードのカード券面額を示しております。売上高及び売

上原価には、券面額を差し引いたカード代金及びその製造コストが含まれておりま

す。また、加盟店との取引により生じる債権及び債務(営業未収入金及び営業未払金)

については、券面相当額が含まれております。債務のカード未精算勘定は、加盟店に

納品されたカードの券面額のうち未使用のものを示しております。なお、カード未精

算勘定は、発行後４年経過した日が属する事業年度において、法人税法の規定に基づ

き規則的に取り崩しております。当該取崩高は中間連結損益計算書上、売上高に含め

て記載しております。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

              5,290百万円 

 

※２ 担保資産

   次の資産を財務局への前払式証票の発行保証金として、担保に供しております。

  投資有価証券              4,907百万円

 ３ 偶発債務 

加盟店のリース契約に伴う債務に対して713店舗5,336百万円の引取保証を行って 

おります。 

 

 ４ 受取手形裏書譲渡高 

                  8百万円

※５ 中間連結会計期間末日満期手形 

中間連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済 

処理しております。 

なお、当中間連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の中間連結 

会計期間末日満期手形が、中間連結会計期間末残高に含まれております。 

           受取手形    20百万円

 

 



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日  
 至 平成19年９月30日)

※１ 売上高には、カード未精算勘定取崩高828百万円が含まれております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２ 販売費及び一般管理費の主なもの

給料手当 622百万円

退職給付費用 26百万円

賞与引当金繰入額 152百万円

役員賞与引当金繰入額 4百万円

役員退職慰労引当金繰入額 11百万円

地代家賃 341百万円

減価償却費 463百万円

貸倒引当金繰入額 111百万円

ポイント引当金繰入額 4百万円



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   

  

２ 自己株式に関する事項 
  

該当事項はありません。 
  

３ 新株予約権等に関する事項 
  

該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 110,000 ─ ─ 110,000

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月26日 
定時株主総会

普通株式 275 2,500.00 平成19年３月31日 平成19年６月27日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年11月12日
取締役会

普通株式 利益剰余金 275 2,500.00 平成19年９月30日 平成19年12月10日



次へ 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

 

１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の 

金額との関係 

 

現金及び預金勘定 11,285百万円

有価証券勘定 8,543百万円

計 19,828百万円

運用期間が３ヶ月を超える債券他 △1,045百万円

現金及び現金同等物 18,782百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び中間

期末残高相当額
工具器具
及び備品 
(百万円)

ソフト
ウェア 

(百万円)

合計
(百万円)

取得価額相当額 12,699 2,049 14,749

減価償却累計額相当額 6,952 1,180 8,132

減損損失累計額相当額  72 －  72

中間期末残高相当額 5,674 869 6,544

 

②  未経過リース料中間期末残高相当額及びリース資産減損勘定中間期末残高

１年内 2,394百万円

１年超 4,392百万円

合 計 6,787百万円

  リース資産減損勘定中間期末残高

                             22百万円

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 1,524百万円

リース資産 
減損勘定の取崩額

10百万円

減価償却費相当額 1,363百万円

支払利息相当額 106百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっております。



 
  

  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

 

(貸主側)

① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び中間期末残高

工具器具
及び備品
(百万円)

取得価額 1,407

減価償却累計額  393

中間期末残高 1,014

 

② 未経過リース料中間期末残高相当額

１年内 269百万円

１年超 790百万円

合 計 1,059百万円

 

③ 受取リース料及び減価償却費

受取リース料 159百万円

減価償却費 128百万円

受取利息相当額 42百万円

④ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、級数法によっております。

２ オペレーティング・リース取引

(借主側)

  未経過リース料

１年内 15百万円

１年超 19百万円

合 計 34百万円

 

(貸主側)

  未経過リース料

１年内 67百万円

１年超 61百万円

合 計 129百万円



(有価証券関係) 

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

 
  

２ 時価評価されていない有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

 
  

区分
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価

(百万円)
差額 

(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

① 国債・地方債等 4,907 4,890 △17

② 社債 ― ― ―

③ その他 4,497 4,497 0

計 9,405 9,387 △17

区分
取得原価 
(百万円)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

(2) その他有価証券

① 株式 327 465 137

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 327 465 137

内容
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

① 国内私募債   50

② その他 995

計 1,045

(2) その他有価証券

その他 3,000

計 3,000



(デリバティブ取引関係) 

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

当社及び連結子会社の事業は、パチンコプリペイドカードシステム関連事業の単一事業でありま

す。従いまして、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。 

  

  

  

【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

在外子会社及び在外支店がないため、記載を省略しております。 

  

  

  

【海外売上高】 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 
  

  

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

 １ １株当たり純資産額 

 
  

 ２ １株当たり中間純利益 

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

１株当たり純資産額 273,840.42円

１株当たり中間純利益 12,987.15円

 潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

項目
当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

中間連結貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) 30,250

普通株式に係る純資産額(百万円) 30,122

差額の主な内訳(百万円) 
 少数株主持分

127

普通株式の発行済株式数(株) 110,000

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数(株) 110,000

項目
当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

中間連結損益計算書上の中間純利益(百万円) 1,428

普通株式に係る中間純利益(百万円) 1,428

普通株式の期中平均株式数(株) 110,000



(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 9,942 9,061 8,896

 ２ 受取手形 ※５ 76 59 35

 ３ 営業未収入金 5,294 2,470 3,779

 ４ 売掛金 2,328 2,129 2,621

 ５ 有価証券 ※２ 11,791 8,543 10,294

 ６ たな卸資産 3,630 2,686 3,535

 ７ その他 535 734 806

   貸倒引当金 △23 △20 △16

   流動資産合計 33,574 78.4 25,665 64.4 29,953 72.4

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１ 894 718 815

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 3,112 3,346 3,416

  (2) その他 20 20 20

   無形固定資産合計 3,132 3,366 3,436

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 2,013 4,907 4,939

  (2) 関係会社株式 ― 3,739 518

  (3) その他 3,480 1,752 2,001

    貸倒引当金 △256 △327 △267

   投資その他の資産 
   合計

5,237 10,071 7,190

   固定資産合計 9,264 21.6 14,156 35.6 11,442 27.6

    資産合計 42,839 100.0 39,822 100.0 41,396 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 2,467 1,966 2,109

 ２ 営業未払金 281 191 202

 ３ 未払法人税等 707 456 1,046

 ４ 賞与引当金 123 124 124

 ５ 役員賞与引当金 4 ― 13

 ６ 製品取替等引当金 36 712 784

 ７ ポイント引当金 ― 4 ―

 ８ カード未精算勘定 7,420 3,686 5,023

 ９ その他 ※６ 921 1,016 895

   流動負債合計 11,961 27.9 8,158 20.5 10,199 24.6

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 148 146 144

 ２ 役員退職慰労引当金 42 54 47

 ３ 製品取替等引当金 785 ― ―

 ４ その他 2,062 1,906 2,004

   固定負債合計 3,037 7.1 2,106 5.3 2,196 5.3

   負債合計 14,999 35.0 10,265 25.8 12,396 29.9



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 5,500 5,500 5,500

 ２ 資本剰余金

     資本準備金 1,500 1,500 1,500

   資本剰余金合計 1,500 1,500 1,500

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 142 142 142

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 7,600 7,600 7,600

    繰越利益剰余金 12,737 14,732 14,145

   利益剰余金合計 20,479 22,474 21,887

   株主資本合計 27,479 64.1 29,474 74.0 28,887 69.8

Ⅱ 評価・換算差額等

    その他有価証券 
   評価差額金

360 81 113

   評価・換算差額等 
   合計

360 0.9 81 0.2 113 0.3

   純資産合計 27,840 65.0 29,556 74.2 29,000 70.1

   負債純資産合計 42,839 100.0 39,822 100.0 41,396 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

  (カード発行高) (3,218,986) （3,320,399) (6,691,002)

Ⅰ 売上高 ※１ 13,857 100.0 12,451 100.0 28,135 100.0

Ⅱ 売上原価 8,723 63.0 8,729 70.1 18,201 64.7

   売上総利益 5,133 37.0 3,722 29.9 9,934 35.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 2,549 18.4 2,383 19.1 5,107 18.2

   営業利益 2,584 18.6 1,338 10.8 4,826 17.1

Ⅳ 営業外収益 ※２ 50 0.4 62 0.5 112 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※３ 21 0.2 16 0.2 40 0.1

   経常利益 2,612 18.8 1,384 11.1 4,898 17.4

Ⅵ 特別利益 ― ― 56 0.5 331 1.2

Ⅶ 特別損失 4 0.0 13 0.1 9 0.0

   税引前中間(当期) 
   純利益

2,608 18.8 1,427 11.5 5,220 18.6

   法人税、住民税 
   及び事業税

673 435 1,566

   法人税等調整額 222 895 6.5 128 564 4.6 260 1,826 6.5

   中間(当期)純利益 1,712 12.3 862 6.9 3,394 12.1



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

（単位：百万円）

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

（単位：百万円）

 
  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

（単位：百万円）

項目

株主資本
評価・換算 

差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本 

合計

その他 

有価証券 

評価差額金

資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金

別途積立金

繰越利益 

剰余金

平成18年３月31日残高 5,500 1,500 142 7,600 11,315 26,057 573 26,631

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 （注） △275 △275 △275

 役員賞与 （注） △15 △15 △15

 中間純利益 1,712 1,712 1,712

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額） △212 △212

中間会計期間中の変動額合計 － － － － 1,422 1,422 △212 1,209

平成18年９月30日残高 5,500 1,500 142 7,600 12,737 27,479 360 27,840

項目

株主資本
評価・換算 

差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本 

合計

その他 

有価証券 

評価差額金

資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金

別途積立金

繰越利益 

剰余金

平成19年３月31日残高 5,500 1,500 142 7,600 14,145 28,887 113 29,000

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △275 △275 △275

 中間純利益 862 862 862

株主資本以外の項目の中間  
会計期間中の変動額（純額） △31 △31

中間会計期間中の変動額合計 － － － － 587 587 △31 556

平成19年９月30日残高 5,500 1,500 142 7,600 14,732 29,474 81 29,556

項目

株主資本
評価・換算 

差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本 

合計

その他 

有価証券 

評価差額金

資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金

別途積立金

繰越利益 

剰余金

平成18年３月31日残高 5,500 1,500 142 7,600 11,315 26,057 573 26,631

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 △550 △550 △550

 役員賞与 △15 △15 △15

 当期純利益 3,394 3,394 3,394

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額（純額） △460 △460

事業年度中の変動額合計 － － － － 2,829 2,829 △460 2,369

平成19年３月31日残高 5,500 1,500 142 7,600 14,145 28,887 113 29,000



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

  １ 税引前中間(当期)純利益 2,608 5,220

  ２ 減価償却費 702 1,419

  ３ 長期前払費用償却 116 208

  ４ 固定資産除却損 9 12

  ５ 貸倒引当金の減少額 △49 △45

  ６ その他引当金の減少額 △4 △28

  ７ 受取利息及び受取配当金 △34 △79

  ８ 支払利息 15 32

  ９ 売上債権の減少額 3,528 4,552

  10 たな卸資産の増加額 △815 △793

  11 仕入債務の減少額 △812 △1,248

  12 カード未精算勘定の減少額 △3,797 △6,194

  13 未収入金の減少額(又は増加額(△)） △115 72

  14 未払金の増加額 28 19

  15 長期預り金の減少額 △110 △153

  16 その他 △4 △226

    小計 1,265 2,768

  17 利息及び配当金の受取額 26 61

  18 利息の支払額 △14 △29

  19 法人税等の支払額 △734 △1,252

   営業活動によるキャッシュ・フロー 542 1,547



 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

  １ 有価証券の取得による支出 △1,495 △1,495

  ２ 有価証券の償還による収入 2,520 3,020

  ３ 有形固定資産の取得による支出 △12 △108

  ４ 無形固定資産の取得による支出 △157 △991

  ５ 投資有価証券の取得による支出 ― △2,919

  ６ 関係会社株式の売却による収入 ― 580

  ７ 長期貸付金の回収による収入  1 2

  ８ 差入保証金の差入による支出 △0 △1

  ９ 差入保証金の解約による収入 0 10

  10 長期前払費用の取得による支出 △15 △30

  11 その他 ― 0

   投資活動によるキャッシュ・フロー 840 △1,935

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   配当金の支払額 △275 △550

   財務活動によるキャッシュ・フロー △275 △550

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 1,108 △937

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 16,130 16,130

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 17,238 15,192



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

① 満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)によっ

ております。

② 子会社株式

―――――

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

① 満期保有目的の債券

同左

② 子会社株式

移動平均法による原価法に

よっております。

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

① 満期保有目的の債券

同左

② 子会社株式

―――――

③ その他有価証券

時価のあるもの

中間会計期間末日の市場価

格等に基づく時価法によっ

ております。(評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定)

③ その他有価証券

時価のあるもの

同左

③ その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づ

く時価法によっておりま

す。（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により

算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法に

よっております。

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 （2）たな卸資産

① 商品、製品、原材料

移動平均法による低価法に

よっております。

（2）たな卸資産

① 商品、製品、原材料

同左

（2）たな卸資産

① 商品、製品、原材料

同左

② 貯蔵品

最終仕入原価法によってお

ります。

② 貯蔵品

同左

② 貯蔵品

同左



  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法によっております。

但し、平成10年４月１日以降

取得した建物(建物附属設備

を除く)については定額法に

よっております。

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。  

建物       10～15年  

工具器具及び備品 ２～５年  

 

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

建物（建物附属設備は除く）

  平成10年４月１日から

平成19年３月31日までに
取得したもの 
旧定額法によっておりま
す。

建物以外 

① 平成19年３月31日以前に

取得したもの 

旧定率法によっておりま

す。

② 平成19年４月１日以降に

取得したもの  

定率法によっておりま

す。

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物       10～15年 

工具器具及び備品 ２～５年 

 

 (会計方針の変更) 

 法人税法の改正((所得税法等の

一部を改正する法律 平成19年３

月30日 法律第6号）及び（法人

税法施行令の一部を改正する政令

平成19年３月30日 政令第83

号)）に伴い、平成19年４月１日

以降に取得したものについては、

改正後の法人税法に基づく方法に

変更しております。 

 これに伴い、前中間会計期間と

同一の方法によった場合と比べ、

営業利益が2百万円、経常利益が2

百万円、税引前中間純利益が2百

万円それぞれ減少しております。 

（追加情報） 

 なお、平成19年３月31日以前に

取得したものについては、償却可

能限度額まで償却が終了した翌年

から５年間で均等償却する方法に

よっております。当該変更に伴う

損益に与える影響は軽微でありま

す。

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法によっております。

但し、平成10年４月１日以降

取得した建物(建物附属設備

を除く)については定額法に

よっております。

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。  

建物       10～15年  

工具器具及び備品 ２～５年  

 

(2) 無形固定資産

定額法によっております。

なお、償却年数については、

法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

但し、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(3) 長期前払費用

均等償却によっております。

なお、償却期間については、

法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は合理的に見積った貸倒率に

より、貸倒懸念債権等特定の

債権については、個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金

同左

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金

同左

 (2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見

込額に基づき計上しておりま

す。

 (2) 賞与引当金

同左

 (2) 賞与引当金

同左

 (3) 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、当事業年

度における支給見込額に基づ

き、当中間会計期間に見合う

分を計上しております。

（会計方針の変更） 

当中間会計期間から「役員賞

与に関する会計基準」（企業

会計基準委員会平成17年11月

29日 企業会計基準第４号）

を適用しております。この結

果、従来の方法に比べて、営

業利益、経常利益及び税引前

中間純利益が、4百万円減少

しております。

 (3) 役員賞与引当金

―――――

 (3) 役員賞与引当金  

役員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込

額に基づき当事業年度に見合

う分を計上しております。

（会計方針の変更） 

当事業年度から「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計

基準委員会 平成17年11月29

日 企業会計基準第４号）を

適用しております。 

この結果、従来の方法に比べ

て、営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益が、13百万

円減少しております。

―――――  （4）ポイント引当金

ＪＧ－ｅ会員サービスの会員

に付与したポイントの将来の

利用に備えるため、当中間会

計期間末における将来利用見

込額を計上しております。

―――――

 (5) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務の見込額に基づき、当中

間会計期間末において発生し

ている額を計上しておりま

す。

 (5) 退職給付引当金

同左

 (5) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務の見込額に基づき、当事

業年度末において発生してい

る額を計上しております。

 (6) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しており

ます。

 (6) 役員退職慰労引当金

同左

 (6) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。



前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (7) 製品取替等引当金

当事業年度以前において販売

した機器の内蔵部品等の取り

替えについて、当社が負担す

る取替費用の支出に備えるた

め、必要な見積額を計上して

おります。

 (7) 製品取替等引当金

 同左

 (7) 製品取替等引当金

 同左

４ リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る会計処理に準じた方法によっ

ております。

４ リース取引の処理方法

同左

４ リース取引の処理方法

同左

５ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

中間キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資から

なっております。

５ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

―――――

５ キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなって

おります。



  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 (1) 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 (1) 消費税等の会計処理

同左

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

 (1) 消費税等の会計処理

同左

 (2) カードの会計処理

カード発行高は、納品された

カードのカード券面額を示し

ております。売上高及び売上

原価には、券面額を差し引い

たカード代金及びその製造コ

ストが含まれております。ま

た、加盟店との取引により生

じる債権及び債務(営業未収

入金及び営業未払金)につい

ては、券面相当額が含まれて

おります。債務のカード未精

算勘定は、加盟店に納品され

たカードの券面額のうち未使

用のものを示しております。

なお、カード未精算勘定は、

発行後４年経過した日が属す

る事業年度において、法人税

法の規定に基づき規則的に取

り崩しております。当該取崩

高は中間損益計算書上、売上

高に含めて記載しておりま

す。

 (2) カードの会計処理

同左

 (2) カードの会計処理

カード発行高は、納品された

カードのカード券面額を示し

ております。売上高及び売上

原価には、券面額を差し引い

たカード代金及びその製造コ

ストが含まれております。ま

た、加盟店との取引により生

じる債権及び債務(営業未収

入金及び営業未払金)につい

ては、券面相当額が含まれて

おります。債務のカード未精

算勘定は、加盟店に納品され

たカードの券面額のうち未使

用のものを示しております。

なお、カード未精算勘定は、

発行後４年経過した日が属す

る事業年度において、法人税

法の規定に基づき規則的に取

り崩しております。当該取崩

高は損益計算書上、売上高に

含めて記載しております。  

 



会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等

当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会  平

成17年12月９日  企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準委員

会  平成17年12月９日  企業会計

基準適用指針第８号）を適用して

おります。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は27,840百万円で

あります。 

中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間

財務諸表は、改正後の中間財務諸

表等規則により作成しておりま

す。

 

         ―――――

貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等

当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は29,000百万円で

あります。 

財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における財務諸表は、改

正後の財務諸表等規則により作成

しております。

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

（中間貸借対照表） 

前中間会計期間において無形固定資産の「その他」に含

めて表示しておりました「ソフトウェア」（前中間会計

期間2,427百万円）は、資産の総額の100分の５超となっ

たため、当中間会計期間より区分掲記することと致しま

した。

（中間貸借対照表）

１.前中間会計期間において「現金及び預金」に含めて

表示しておりました譲渡性預金は、「財務諸表等規則ガ

イドライン」（平成19年10月２日）において有価証券と

して取り扱うこととされたため、当中間会計期間より流

動資産の「有価証券」に含めて表示しております。な

お、譲渡性預金の額は前中間会計期間及び当中間会計期

間とも3,000百万円であります。

２.前中間会計期間において投資その他の資産の「その

他」に含めておりました「関係会社株式」（前中間会計

期間 1,262百万円）は、資産の総額の100分に５超とな

ったため、当中間会計期間より区分掲記することと致し

ました。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

1,011百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

1,376百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

1,257百万円

 

※２ 担保資産

次の資産を財務局への前払式

証票の発行保証金として、担

保に供しております。

 有価証券 2,998百万円

 投資有価証券 1,963百万円

   合計 4,961百万円
 

※２ 担保資産

次の資産を財務局への前払式

証票の発行保証金として、担

保に供しております。

 投資有価証券 4,907百万円

   
 

※２ 担保資産

次の資産を財務局への前払式

証票の発行保証金として、担

保に供しております。

有価証券 2,999百万円

投資有価証券 1,969百万円

  合計 4,968百万円

 ３ 偶発債務 

加盟店のリース契約に伴う債

務に対して494店舗3,558百万

円の引取保証を行っておりま

す。

 ３ 偶発債務 

加盟店のリース契約に伴う債

務に対して370店舗3,713百万

円の引取保証を行っておりま

す。

  

 ３ 偶発債務 

加盟店のリース契約に伴う債

務に対して405店舗3,716百万

円の引取保証を行っておりま

す。

 ４ 受取手形裏書譲渡高

29百万円

 ４ 受取手形裏書譲渡高

8百万円

 ４ 受取手形裏書譲渡高

19百万円

※５ 中間会計期間末日満期手形

   中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してお

ります。 

なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満

期手形が、中間会計期間末残

高に含まれております。 

 受取手形  7百万円

※５ 中間会計期間末日満期手形

   中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してお

ります。 

なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満

期手形が、中間会計期間末残

高に含まれております。 

 受取手形   9百万円

※５ 期末日満期手形

   期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもっ

て決済処理しております。 

なお、当期末日が金融機関の

休日であったため、次の期末

日満期手形が、期末残高に含

まれております。 

 

 

 受取手形   2百万円

   

※６ 消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示して

おります。

※６ 消費税等の取扱い

同左 

 

     ―――――



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 売上高には、カード未精算勘

定取崩高1,138百万円が含ま

れております。

※１ 売上高には、カード未精算勘

定取崩高44百万円が含まれて

おります。

※１ 売上高には、カード未精算勘

定取崩高2,264百万円が含ま

れております。

※２ 営業外収益の主要項目

受取利息 4百万円

有価証券利息 16百万円

受取配当金 13百万円

受取保証料 6百万円

※２ 営業外収益の主要項目

受取利息 7百万円

有価証券利息 32百万円

受取配当金 5百万円

受取手数料 7百万円

※２ 営業外収益の主要項目

受取利息 13百万円

有価証券利息 42百万円

受取配当金 23百万円

受取保証料 15百万円

※３ 営業外費用の主要項目

支払利息 
 

1百万円
   

※３ 営業外費用の主要項目

支払利息 3百万円
 

※３ 営業外費用の主要項目

支払利息 4百万円

 

支払保証料 
 

14百万円
 

        
 

支払保証料
 

12百万円
 

         
 

支払保証料
 

28百万円
 

 ４ 減価償却実施額

有形固定資産 224百万円

無形固定資産 478百万円

 ４ 減価償却実施額

有形固定資産 160百万円

無形固定資産 525百万円

 ４ 減価償却実施額

有形固定資産 469百万円

無形固定資産 949百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

  

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 
  
該当事項はありません。 
  

３ 新株予約権等に関する事項 
  

該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

 
  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 
  
該当事項はありません。 
  

３ 新株予約権等に関する事項 
  

該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 110,000 ― ― 110,000

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月20日 
定時株主総会

普通株式 275 2,500.00 平成18年３月31日 平成18年６月21日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月８日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 275 2,500.00 平成18年９月30日 平成18年12月８日

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 110,000 ― ― 110,000

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月20日 
定時株主総会

普通株式 275 2,500.00 平成18年３月31日 平成18年６月21日

平成18年11月８日 
取締役会

普通株式 275 2,500.00 平成18年９月30日 平成18年12月８日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月26日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 275 2,500.00 平成19年３月31日 平成19年６月27日



次へ 

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 9,942百万円

有価証券勘定 11,791百万円

計 21,733百万円

運用期間が３ヶ月を超える 
債券他

△4,494百万円

現金及び現金同等物 17,238百万円

１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 8,896百万円

有価証券勘定 10,294百万円

計 19,191百万円

運用期間が３ヶ月を超える
債券他

△3,998百万円

現金及び現金同等物 15,192百万円



(リース取引関係) 
  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(借主側)

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額
工具器具 
及び備品 
(百万円)

ソフト 
ウェア 
(百万円)

 
合計 

(百万円)
取得価額 
相当額

6,923 2,926 9,849

減価償却 
累計額 
相当額

3,022 1,677 4,661

減損損失 
累計額 
相当額

72 ─ 72

中間期末 
残高 

相当額
3,828 1,249 5,115

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(借主側)

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額
工具器具
及び備品
(百万円)

ソフト
ウェア 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額

6,954 1,812 8,767

減価償却 
累計額 
相当額

3,255 984 4,239

減損損失 
累計額 
相当額

72 ─ 72

中間期末 
残高 

相当額
3,626 828 4,454

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(借主側)

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期

末残高相当額
工具器具
及び備品
(百万円)

ソフト 
ウェア 

(百万円)

 
合計 

(百万円)
取得価額
相当額

6,473 1,855 8,328

減価償却
累計額 
相当額

2,728 858 3,587

減損損失
累計額 
相当額

72 ─ 72

期末残高
相当額

3,671 996 4,668

 

②  未経過リース料中間期末残高

相当額及びリース資産減損勘

定中間期末残高

１年内 1,703百万円

１年超 3,509百万円

合 計 5,212百万円

  リース資産減損勘定中間期末

残高

42百万円

 

②  未経過リース料中間期末残高

相当額及びリース資産減損勘

定中間期末残高

１年内 1,599百万円

１年超 3,058百万円

合 計 4,657百万円

  リース資産減損勘定中間期末

残高

22百万円

 

② 未経過リース料期末残高相当

額及びリース資産減損勘定期

末残高

１年内 1,552百万円

１年超 3,233百万円

合 計 4,786百万円

  リース資産減損勘定期末 

残高

32百万円

③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失

支払リース料 1,104百万円

リース資産 
減損勘定の 
取崩額

10百万円

減価償却費 
相当額

980百万円

支払利息 
相当額

97百万円

 

③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額及び支払利息相当額

支払リース料 989百万円

リース資産
減損勘定の 
取崩額

10百万円

減価償却費
相当額

854百万円

支払利息
相当額

88百万円

③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失

支払リース料 2,154百万円

リース資産
減損勘定の 
取崩額

20百万円

減価償却
費相当額

1,949百万円

支払利息
相当額

188百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。

利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。

利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。



次へ 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸主側)

① リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高

工具器具
及び備品
(百万円)

取得価額 1,342
減価償却 
累計額

309

中間 
期末残高

1,033

(貸主側)

① リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高

工具器具
及び備品
(百万円)

取得価額 1,407
減価償却
累計額

393

中間
期末残高

1,014  

(貸主側)

① リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び期末残高

工具器具
及び備品
(百万円)

取得価額 1,503
減価償却 
累計額

422

期末残高 1,080

 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 324百万円

１年超 824百万円

合 計 1,148百万円

(注)未経過リース料中間期末残高

相当額及び見積残存価額の残

高の合計額は、営業債権の中

間期末残高等に占めるその割

合が低いため、利息相当額を

控除しない方法によっており

ます。

 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 269百万円

１年超 790百万円

合 計 1,059百万円
 

② 未経過リース料期末残高 

相当額

１年内 288百万円

１年超 765百万円

合 計 1,053百万円

 

③ 受取リース料及び減価償却費

受取リース料 156百万円

減価償却費 156百万円

 

③ 受取リース料及び減価償却費

受取リース料 159百万円    

減価償却費 128百万円    

受取利息相当額 42百万円    
 

③ 受取リース料及び減価償却費

受取リース料 324百万円    

減価償却費 258百万円    

受取利息相当額 85百万円    

④ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、級

数法によっております。 

 

 

④ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、級

数法によっております。 

 

なお、未経過リース料期末

残高相当額及び見積残存価

額の残高の合計額の営業債

権の期末残高等に占める割

合の重要性が高まったた

め、当事業年度より利息相

当額を控除する方法によっ

ております。

２ オペレーティング・リース取引

(借主側)

  未経過リース料

１年内 47百万円

１年超 14百万円

合 計 61百万円

２ オペレーティング・リース取引

(借主側)

  未経過リース料

１年内 15百万円

１年超 19百万円

合 計 34百万円

２ オペレーティング・リース取引

(借主側)

  未経過リース料

１年内 24百万円

１年超 13百万円

合 計 38百万円

(貸主側)

  未経過リース料

１年内 7百万円

１年超 ―百万円

合 計 7百万円

(貸主側)

  未経過リース料

１年内 67百万円

１年超 61百万円

合 計 129百万円

(貸主側)

  未経過リース料

１年内 23百万円

１年超 ―百万円

合 計 23百万円



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

 
  

  

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

子会社株式で時価のあるものはありません。 
  

  

  

  

区分
中間貸借対照表計上額

(百万円)
時価

(百万円)
差額 

(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

① 国債・地方債等 4,961 4,935 △26

② 社債 ― ― ―

③ その他 7,796 7,796 0

計 12,758 12,731 △26

区分
取得原価 
(百万円)

中間貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

(2) その他有価証券

① 株式 654 1,262 607

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 654 1,262 607

区分
中間貸借対照表計上額

(百万円)

満期保有目的の債券

① 国内私募債   50

② その他  997

計 1,047



前へ   次へ 

前事業年度末(平成19年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

 
  

区分
貸借対照表計上額 

(百万円)
時価

(百万円)
差額 

(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

① 国債・地方債等 13,685 13,661 △24

② 社債 ― ― ―

③ その他 499 499 0

計 14,184 14,160 △24

区分
取得原価 
(百万円)

貸借対照表計上額
（百万円)

差額 
(百万円)

(2) その他有価証券

① 株式 327 518 190

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 327 518 190

区分
貸借対照表計上額

(百万円)

満期保有目的の債券

① 国内私募債   50

② その他  999

計 1,049



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

 当社はデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

前事業年度末(平成19年３月31日) 

 当社はデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  



(持分法損益等) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 当社は関連会社がないため、該当事項はありません。 

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 当社は関連会社がないため、該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり中間(当期)純利益 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 253,093.56円 １株当たり純資産額 268,697.87円 １株当たり純資産額 263,639.03円

１株当たり中間純利益 15,568.93円 １株当たり中間純利益 7,844.61円 １株当たり当期純利益 30,862.18円

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益については、潜在株式がないため

記載しておりません。

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

がないため記載しておりません。

項目
前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末
(平成19年３月31日)

中間貸借対照表及び貸借対
照表の純資産の部の合計額
(百万円)

27,840
 

29,556 29,000

普通株式に係る純資産額(百
万円)

27,840 29,556 29,000

普通株式の発行済株式数
(株)

110,000 110,000 110,000

普通株式の自己株式数(株) ― ― ―

１株当たり純資産額の算定
に用いられた普通株式の数
(株)

110,000 110,000 110,000

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間損益計算書上の中間(当
期)純利益(百万円)

1,712 862 3,394

普通株式に係る中間(当期)
純利益(百万円)

1,712 862 3,394

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

― ― ―

普通株式の期中平均株式数
(株)

110,000 110,000 110,000



前へ 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  



(2) 【その他】 

第19期（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）中間配当については、平成19年11月12日開催

の取締役会において、平成19年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主

に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

① 中間配当金の総額                       275百万円      

② １株当たり中間配当金                 2,500円00銭         

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日      平成19年12月10日 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第18期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)平成19年６月26日関東財務局長に

提出 

  

(2) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報

告書を平成19年５月16日関東財務局長に提出 

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月17日

日本ゲームカード株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている日本ゲームカード株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度

の中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中

間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー

計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、日本ゲームカード株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  樋  口  節  夫  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  入  江  秀  雄  ㊞



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成18年12月20日

日本ゲームカード株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本ゲームカード株

式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第18期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、日本ゲ

ームカード株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石 井 哲 也 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 入 江 秀 雄 

      



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月17日

日本ゲームカード株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている日本ゲームカード株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第19期事業年

度の中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借

対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、日本ゲームカード株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  樋  口  節  夫  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  入  江  秀  雄  ㊞
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